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令和２年３月高等学校卒業予定者の求人・求職状況について 

 求人倍率 昨年に引き続き３倍超える 

～ 求人数 ３８，３７２人 対前年比０．７％増 ～ 
 

新規高等学校卒業予定者の求人・求職状況（令和元年 7 月末現在）は、以下のとおり

となっています。  

 

 

 

 

 

 

  求人数は、38,372 人と前年同期に比べ 0.7％の増加となり、9 年連続で増加しています。 

 

【主な産業の状況】 

産業別では、全体の求人数の 43.6％を占める製造業の求人数が、前年同期と比べ 4.0％

減少しました。 

中でも愛知県の基幹産業である自動車産業（輸送用機械器具製造業）では、求人数が 

6,578 人で、前年同期と比べ 11.9％減少しました。 

 

 製造業    16,714 人（前年同期比 4.0％減・705 人減） 

建設業    4,409 人（前年同期比 4.6％増・193 人増） 

卸売・小売業 4,146 人（前年同期比 1.3％減・54 人減）  

 

【規模別の状況】 

  企業規模では、500 人以上規模の求人数が 8,241 人で前年同期の求人数 8,664 人と比べ

4.9％減少しています。 

 

 

・求人数    ３８，３７２人（対前年比０．７％増加）  

・就職希望者数 １１，８９０人（対前年比２．２％減少） 

・求人倍率     ３．２３倍（対前年差０．１ポイント上昇） 

令和元年９月１０日（火） 

【照会先】 

愛知労働局職業安定部職業安定課 

課      長    杉 山 龍 吾 

業 務 補 佐    岡 本 和 恵 

地方職業指導官   髙 橋 英 数 

（電 話）０５２－２１９－５５０５（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

厚生労働省愛知労働局 
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 愛知労働局及びハローワークでは、学卒ジョブサポーター（＊）を中心に新規学校

卒業予定者に対する職業意識形成支援、就職支援を行い、学校と連携して新規学校卒

業予定者の就職が実現するよう全力を挙げて取り組みます。 

 

  ◆令和 2 年 3 月新規高等学校卒業予定者の採用選考開始 

令和 2 年 3 月新規高等学校卒業予定者の採用選考が 9 月 16 日より開始されます。 

採用選考の際には、国籍、性別、障害の有無、定時・通信制課程の生徒であることな

どを理由に就職の機会が失われることがないよう事業主に公正な採用選考について啓発

しています。 

 

 

（＊）学卒ジョブサポーター 

県下のハローワーク（名古屋市内はハローワーク名古屋中のみ）に配置し、学生の就職

支援のため、就職活動のアドバイス、希望に添った求人情報の提供、就職支援セミナー

や就職面接会の開催、応募先の選定支援、応募書類の作成相談、面接の指導などを行っ

ています。 



① ② ③

（人） （前年比％） （人） （前年比％） （① / ②）倍 （前年差 P）

平成２２年３月卒 14,925 55.6)(▲ 11,035 7.2)(▲   1.35 1.48)(▲  

平成２３年３月卒 13,316 10.8)(▲ 10,977 0.5)(▲   1.21 0.14)(▲  

平成２４年３月卒 14,273 7.2)(    11,067 0.8)(     1.29 0.08)(    

平成２５年３月卒 15,539 8.9)(    11,392 2.9)(     1.36 0.07)(    

平成２６年３月卒 15,979 2.8)(    11,367 0.2)(▲   1.41 0.05)(    

平成２７年３月卒 21,945 37.3)(   11,465 0.9)(     1.91 0.50)(    

平成２８年３月卒 26,370 20.2)(   11,744 2.4)(     2.25 0.34)(    

平成２９年３月卒 29,585 12.2)(   12,252 4.3)(     2.41 0.16)(    

平成３０年３月卒 33,088 25.5)(   12,077 2.8)(     2.74 0.49)(    

平成３1年３月卒 38,092 15.1)(   12,157 0.7)(     3.13 0.39)(    

令和２年３月卒 38,372 0.7)(    11,890 2.2)(▲   3.23 0.10)(    

（人） （対前年比％） （人） （対前年比％） （① / ②）倍 （対前年差 P）

30 年 7 月 末 38,092 15.1)(   12,157 0.7)(     3.13 0.39)(    

30 年 8 月 末 38,839 14.3)(   12,160 1.1)(     3.19 0.36)(    

30 年 9 月 末 39,271 13.6)(   12,102 1.1)(     3.25 0.36)(    

30 年 10 月 末 39,635 13.0)(   12,123 1.1)(     3.27 0.34)(    

30 年 11 月 末 39,873 12.9)(   12,197 1.5)(     3.27 0.33)(    

30 年 12 月 末 39,986 12.5)(   12,238 1.9)(     3.27 0.31)(    

31 年 1 月 末 40,051 12.4)(   12,201 1.6)(     3.28 0.31)(    

31 年 2 月 末 40,123 12.4)(   12,201 1.8)(     3.29 0.31)(    

31 年 3 月 末 40,150 12.3)(   12,158 1.7)(     3.30 0.31)(    
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新規高校卒業者の求人・求職状況の推移（各年7月末現在）

求　　人　　数区　　　　　分 就職希望者数 求人倍率

求　　人　　数 就職希望者数 求人倍率

高
　
　
　
校

各月末時における新規高校卒業者の求人・求職状況
（平成31年3月卒業者）
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令和元年７月末現在

項　　　目 平成30年7月末

産業・職業・規模 求人数 増減数 対前年同期比

Ａ，Ｂ 農，林，漁業（01～04） 79 63 16 25.4
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業（05）　　　　　 9 10 ▲ 1 ▲ 10.0
Ｄ 建設業（06～08）　　　　 4,409 4,216 193 4.6
Ｅ 製造業（09～32）　　　　 16,714 17,419 ▲ 705 ▲ 4.0
　09　食料品製造業 1,354 1,325 29 2.2
　10　飲料・たばこ・飼料製造業 51 45 6 13.3
　11　繊維工業　　　　　 223 287 ▲ 64 ▲ 22.3
　12　木材・木製品製造業（家具除く）　　　　　 106 119 ▲ 13 ▲ 10.9
　13　家具・装備品製造業　　　　　 124 141 ▲ 17 ▲ 12.1
　14　パルプ・紙・紙加工品製造業 204 232 ▲ 28 ▲ 12.1
　15　印刷・同関連業 270 218 52 23.9
　16　化学工業　　　　　 303 295 8 2.7
　17　石油製品・石炭製品製造業 14 8 6 75.0
　18　プラスチック製品製造業　（別掲を除く） 736 746 ▲ 10 ▲ 1.3
　19　ゴム製品製造業　　　　　 250 244 6 2.5
　21　窯業・土石製品製造業　　　　　 473 456 17 3.7
　22　鉄鋼業　　　　　 882 879 3 0.3
　23　非鉄金属製造業　　　　　 173 236 ▲ 63 ▲ 26.7
　24　金属製品製造業　　　　　 1,191 1,095 96 8.8
　25　はん用機械器具製造業 1,202 1,159 43 3.7
　26　生産用機械器具製造業 699 677 22 3.2
　27　業務用機械器具製造業 170 182 ▲ 12 ▲ 6.6
　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業 185 178 7 3.9
　29　電気機械器具製造業 1,164 1,147 17 1.5
　30　情報通信機械器具製造業 107 82 25 30.5
　31　輸送用機械器具製造業　　　　　 6,578 7,466 ▲ 888 ▲ 11.9
　20,32　その他の製造業　　　　 255 202 53 26.2
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業（33～36） 134 133 1 0.8
Ｇ 情報通信業（37～41）　　 331 261 70 26.8
Ｈ 運輸業，郵便業（42～49）　　 2,425 2,240 185 8.3
Ｉ 卸売業，小売業（50～61）　　 4,146 4,200 ▲ 54 ▲ 1.3
　50～55　卸売業 1,293 1,355 ▲ 62 ▲ 4.6
　56～61　小売業 2,853 2,845 8 0.3
Ｊ金融業，保険業（62～67）　　　　 128 101 27 26.7
Ｋ 不動産業，物品賃貸業（68～70）　　　 230 225 5 2.2
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業（71～74） 826 686 140 20.4
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業（75～77）　 1,536 1,495 41 2.7
　75宿泊業 210 236 ▲ 26 ▲ 11.0
　76,77　飲食サービス業 1,326 1,259 67 5.3
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業（78～80） 1,865 1,675 190 11.3
Ｏ 教育,学習支援業（81,82）　　　 28 22 6 27.3
Ｐ 医療,福祉(83～85） 3,212 3,257 ▲ 45 ▲ 1.4
Ｑ 複合サービス事業（86,87） 121 105 16 15.2
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 2,173 1,980 193 9.7
Ｓ,Ｔ 公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 6 4 2 50.0
Ａ,Ｂ 専門的,技術的,管理的職業 3,079 3,074 5 0.2
Ｃ 事務的職業 2,676 2,394 282 11.8
Ｄ 販売 2,699 2,625 74 2.8
Ｅ サービス 6,442 6,243 199 3.2
Ｈ,Ｉ,Ｊ,Ｋ 技能工,採掘,製造,建築の職業 23,081 23,401 ▲ 320 ▲ 1.4
  (49～64) 製造・製作の職業 17,515 17,913 ▲ 398 ▲ 2.2
  (69,72) 定置機械・建設機械運転 1,136 1,047 89 8.5
  (70,71,73～78)採掘・建設・労務の職業 3,868 3,984 ▲ 116 ▲ 2.9
  (65～68) その他 562 457 105 23.0
上記以外の職業 395 355 40 11.3

38,372 38,092 280 0.7
29　人　以　下 10,054 9,766 288 2.9
30　～　99　人 10,135 9,611 524 5.5
100　～　299　人 7,643 8,036 ▲ 393 ▲ 4.9
300  ～　499　人 2,299 2,015 284 14.1
500  ～　999　人 2,170 1,922 248 12.9
1,000　人　以　上 6,071 6,742 ▲ 671 ▲ 10.0

500　人　以　上 8,241 8,664 ▲ 423 ▲ 4.9
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